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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

白鳥学園において、学校運営協議会を設置し、学校、保護者、
地域住民の参画を得て、社会総がかりで質の高い学校教育を
実現するための環境整備を図る。

家族や地域の方の支えに感
謝をした児童・生徒の割合

96.

　学校運営協議会は、教育委員会が学校や地域の実情に応じて
設置し、地域の人々が学校と連携・協働して、保護者及び地域住
民等の学校運営への参画または支援・協力の促進及び連携強化
を図ることで、児童生徒の成長を支え、地域創生や教育課程を介
して地域社会とつながる学校を目指します。

20.

％

瓜連地区人口

・保護者、地域の思いや願いを生かした学校づくり
・郷土を愛し、将来の地域振興に貢献できる子どもの
育成

実施計画
対象事業

0.

地方教育行政法

4.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

保護者・地域住民等・学校が顔が見える関係となり、学校運営が理解と協力を得たものとなってい
るという意見が寄せられている。

保護者、地域住民等も子どもたちの教育の当事者となり責任感をもって積極的に子どもへの教育
に携わることができるようになった。

事業

0. 0. 0. 0.

瓜連小学校児童、瓜連中学校生徒、同保護者及び
瓜連地区住民

白鳥学園（瓜連小・中学校）において、学校運営協議
会を設置し、学校、保護者、地域住民の参画を得て、
社会総がかりで質の高い学校教育を実現するための
環境整備を図る。

瓜連小中学校児童生徒

予算科目 根拠法令

7802. 7677. 7595. 7595.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

人

協議会開催回数

人

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 3

0. 0. 0. 0.

関連事業数 6.

一般会計

20.

0. 0. 0. 0.

0.

4. 4. 4. 4.

497.

7595.

地域住民等の意見を効果的、効率的に反映させる学校づくりを行うため。

88. 96. 96. 96.

19. 22.委員(小・中合計)

3. 5. 6. 6.

20.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

502. 521. 497. 497.

財
源
内
訳

事
業
費

4,621 4,621
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 4,432 4,261 4,347
4,143       0.53人 4,143       0.53人 4,143       0.53人人 件 費 計 (B) 千円 4,325       0.54人 4,143       0.53人

478 0
事 業 費 計 (A) 千円 107 118 204 478 478 0

一 般 財 源 千円 107 118 204 478

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 01 03 コミュニティ・スクール推進事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 1 豊かな心を育む学校教育の充実を図る

基本事業名 4 教育環境の整備と運営体制の充実

事務事業名 コミュニティ・スクール推進事業 事業類型 事業の推進

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 羽石　康弘

作成日 令和 4 5 23
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

地方教育行政法により、学校の運営及び当該運営への必要な支援に関して、協議する機関として
設置義務があるため、市が主体となる事業である。

改革・改善による期待成果

額田小・木崎小は、那珂市版コミュニティ・スクールとして、質の高い学校教育を実現させている一方で、他学校においてはコミュニティ・スクール
に至っていないので、目標・ビジョンを共有した各地域・学校の実情に合った取組みをさらに調査し、拡充させていく。

額田小・木崎小は、那珂市版コミュニティ・スクールとして、質の高い学校教育を実現させている一
方で、他学校においてはコミュニティ・スクールに至っていないので、目標・ビジョンを共有した各地
域・学校の実情に合った取組みをさらに調査し、拡充させていく。

児童生徒、保護者、教職員、地域住民による学校評価アンケートを実施し、成果指標の作成検証
を行っている。生の声を聞くことにより、質の高い学校教育を実現するための環境整備をより図っ
ていく。

第一中において、那珂市版コミュニティ・スクー
ルの運用に向け、まちづくり委員会を含む地域
の方々へ学校の現状を説明し、地域の意見を
伺った。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

地方教育行政法により設置義務があり、その環境整備を図ることを目的とし、市が主体となる事業
であるため、受益者負担を求める事業ではない。

他に類似する事業はなく、地方教育行政法により設置義務があるため、統廃合及び廃止・休止の
可能性はない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費は、委員謝礼や消耗品など必要最小限を計上している。また、人件費についても最小限の
人員で対応しており、削減の余地はない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　２年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 23
点検日

事務事業名 家庭教育学級開設事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 羽石　康弘

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 3 地域や家庭の教育力の向上

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 05 01 家庭教育学級開設事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
家庭は、子どもの人格形成に関わるもっとも基本的な教育機能を
もつ。そのため、保護者は、子どもの教育に対する責任を自覚し、
家庭教育に関する正しい知識と理を持つことが必要である。保護
者自らが家庭の在り方、親としての在り方について学習し、家庭の
教育力の向上を図る。市立保育所、幼稚園、小中学校の保護者を
対象に１６学級を開設し、年５～７回程度の学習（学級毎）と、合同
学習会を年３回開催する。

・学級開設の指導、合同学習会の企画・開催
・運営補助金の交付に伴う事務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・市立保育所、幼稚園、小学校、中学校在学中の保
護者

・市立保育所、幼稚園、小学
校、中学校在学中の保護者

人 4232. 4092.

0. 0. 0. 0.

1. 1. 1. 1.

4092. 4092. 4092.

0.

15. 16. 16. 16.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・担当者及び学級長説明会
・学校、幼稚園ごとに学級を設置
・合同学習会の開催

説明会の開催回数 回 1.

16.

市合同学習会の開催回数 回 0. 2. 3. 3. 3.

開設した学級数 学級

2000. 2000.

学園合同学習会の開催回
数

回 1. 3. 5. 5.

130. 130.

5.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

家庭での子どもへの教育及び親の在り方について学
習することにより、親としての自覚をもち、家庭教育に
関する正しい知識を習得してもらい、家庭の教育力
の向上につなげる。

学級講座に参加した保護者
の延べ人数

人 696. 1229.

0. 114. 200. 200.

2000.

講座の開催回数 回 21. 36. 130.

200.

0. 0. 0. 0. 0.

市合同学習会に参加した保
護者の延べ人数

人

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 836 1,191 1,440 1,440 1,440 0

事 業 費 計 (A) 千円 836 1,191 1,440 1,440 1,440 0
人 件 費 計 (B) 千円 4,193       0.54人 3,726       0.48人 3,726       0.48人 3,726       0.48人 3,726       0.48人

投入量(A)+(B) 千円 5,029 4,917 5,166 5,166 5,166
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 核家族化が広まり、親の子育てに対する不安をなくす必要が出てきた。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

学級を通して保護者が家庭教育の重要性を学び、学んだ知識や考え方を家庭でも実施し、家庭教
育の在り方について改善される方向にある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

学級へ参加することによって、同年代の子どもを持つ保護者との情報交換や相談ができる場とし
て、交流を持つきっかけづくりになったと感想があった。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
学級、学園別の学習会において、コロナ禍でも
出来る学習内容の情報提供をし、充実を図っ
た。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

少子化・核家族化・共働き家庭が多く、子育てについて相談できる相手や機会が少なくなってい
る。そのため市が、保護者に家庭教育の重要性を学ぶ機会を与えることが必要であり、妥当であ
る。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

学級、学園別、合同での学習会を実施している。全ての学習会に興味を持ち、参加したいと思える
充実した内容を企画し、保護者の教育力の向上を図る必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、現在の少子化・核家族化・共働き家庭といった社会の中では、家庭教育
は重要であり、統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費については、講師謝礼や保険料など、最低限の費用で事業を運営しており削減の余地は
ない。また、人件費についても最小限となるよう実施しているため削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

市補助金は、事業全体に係る経費として支出しており、各学級に係る経費は個人負担で行ってい
る。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
各学級、各学園へプログラムの情報提供等、コーディネイトをしながら充実した学習会の開催を
図っていく。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

各学級、各学園へプログラムの情報提供等、コーディネイトをしながら充実した学習会の開催を図っていく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 23
点検日

事務事業名 成人式開催事業 事業類型 式典の開催

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 戸澤　英理香

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 2 健全育成の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 05 01 成人式開催事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
当該年の成人者及び市関係者が一堂に会し、成人式典を開催し、
成人者の門出を祝う。

【会場】
平成２２年度まで　センチュリー那珂
平成２３年度　那珂市中央公民館
平成２４年度以降　那珂総合公園

当該年及び次年の成人者代表により実行委員会を組織して計
画の立案や成人式の運営を行う。市は、実行委員会をサポー
トしながら、式典において門出を祝う。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

その年度に二十歳になる新成人
成人者数 人 570. 559.

0. 0. 0. 0.

1000. 0. 0. 0.

0. 0. 0.

0.

6. 6. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

・実行委員の募集
・実行委員会の開催
・式典の開催

実行委員募集通知の発送
件数（次年度成人者も募集）

通 1053.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

実行委員会の開催数 回

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

新成人に社会人として自覚を持ってもらい、市民とし
てまちづくりに参加する意識を高める。 成人式に参加した割合 ％ 70.35 70.13

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 1,700 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,120 1,848 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 2,120 3,548 0 0 0 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,007       0.67人 3,369       0.76人 0       0.00人 0       0.00人 0       0.00人

投入量(A)+(B) 千円 5,127 6,917 0 0 0
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 国民的な行事であり、成人者の健やかな心身の成長と社会人としての門出を祝福するため実施す

ることとなった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

民法改正により令和4年4月1日から成年年齢が18歳に引き下げられたが、式典名を「二十歳の集
い」として、今後も20歳になるかたを対象に実施する。（令和4年度から「二十歳の集い開催事業」
へ移行）

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

成年年齢引き下げ後も20歳になるかたを対象に式典を行うことについては一定の理解が示されて
いる。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

まちの活力を維持するため、若い世代の定住を促す取組みは重要であるとともに、成人式典は社
会人としての自覚を促す側面もあることから、行政の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

新型コロナウイルス感染症拡大予防の観点から式典を二部制にした結果、出席率は70.13％で
あった。進学や就職等により市外へ転出している対象者が多いだけでなく、新型コロナウイルス感
染症の状況によっても開催方法に変動があると思われるため、今後についての大幅な参加者増
加は見込めない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、事業の趣旨を踏まえると統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は必要最低限である。また、人件費に関しても、実行委員会方式を取り、成人者が自ら事
業を行っているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

事業趣旨から個人負担を求めることは適切ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
令和4年度から「二十歳の集い開催事業」へ移行する。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

令和4年度から「二十歳の集い開催事業」へ移行する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 23
点検日

事務事業名 各種団体補助事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 木内　修平

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 1 地域で育てる体制の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 05 01 各種団体補助事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
社会教育の振興を図るため、各団体の自発的な活動を推進し、活
動費を助成する。

補助金の適正な活用が図れるよう管理し、スムーズな補助事
務を行う。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

「市文化協会」「市ＰＴＡ連絡協議会」
補助団体数 団体 2. 2.

0. 0. 0. 0.

1475. 3865. 3865. 3865.

2. 2. 2.

0.

380. 350. 610. 610.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

補助金交付申請の受付、補助金の交付 補助金交付額（市文化協
会）

千円 682.

610.

0. 0. 0. 0. 0.

補助金交付額（市ＰＴＡ連絡
協議会）

千円

562. 562.

0. 0. 0. 0.

3900. 3900.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

文化協会及び会員の資質の向上による芸術文化の
振興と市民の生涯学習の推進
単位PTA相互の連絡、協力によりPTA活動を充実さ
せ、市教育の振興発展に寄与する

文化協会加入数 人 619. 562.

5. 2. 2. 4.

562.

文化振興事業・講座・文化
祭への参加者数

人 0. 15. 3900.

4.

0. 0. 0. 0. 0.

市ＰＴＡ連絡協議会事業数 事業

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,062 1,825 4,475 4,475 4,475 0

事 業 費 計 (A) 千円 1,062 1,825 4,475 4,475 4,475 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,196       0.44人 2,179       0.43人 2,179       0.43人 2,179       0.43人 2,179       0.43人

投入量(A)+(B) 千円 3,258 4,004 6,654 6,654 6,654
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ ・文化に対する認識と創造性の啓発により文化の振興を図るため。

・各単位ＰＴＡの連携や調整など、自発的な活動への推進が必要となったため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

・文化協会全体で高齢化が進んでいる。高齢化による会員減少を理由に、文化協会を脱退する団
体もある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

文化協会については、会費が高い、法人化へ移行を促すなどの一部意見がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
市民を対象とした文化振興イベントを企画した
が、新型コロナウイルス感染症の影響により中
止となった。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

・文化協会は市民組織であるが、市全体の芸術文化の振興及び保護を図るために、市の関与は
妥当である。
・各単位PTAの自発的な活動を推進するため、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

文化協会について、協会全体で高齢化が進んでおり、それに比例して協会の脱退など加入者減少
が進んでいる。また、新型コロナの影響により事業が実施できないため、若年層の協会へ加入促
進が求められる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

生涯を通して行える趣味や楽しみの場を提供することは、生きがいづくりや仲間づくりなど人生を
豊かにするものであり、生涯学習の推進のため必要な事業であることから、統廃合及び廃止・休止
の可能性はない。PTA連絡協議会を補助することは、各単位PTAの活動推進のため必要な事業で
あることから、統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

文化協会及びPTA連絡協議会について、事業にかかる諸経費等、適切に補助していることから、
事業費削減の余地はない。
人件費について、各部会や協議会へ運営指導などを適宜行っており、適切であることから人件費
削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

文化協会については、事業によっては入場料を徴収しており、また各種講座においてもテキスト代
など実費徴収し、いずれも適切に処理しているため適正である。
PTA連絡協議会については、受益者負担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
文化協会については、協会全体で高齢化が進行しており、それに比例し協会の脱退など加入者の
減少が進んでいる。そのため、新規会員や若年層の協会への加入が今後求められており、市民の
関心を得られる企画や周知を行う必要がある。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

文化協会については、協会全体で高齢化が進行しており、それに比例し協会の脱退など加入者の減少が進んでいる。そのため、新規会員や若
年層の協会への加入が今後求められており、市民の関心を得られる企画や周知を行う必要がある。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 23
点検日

事務事業名 青少年相談員設置事業 事業類型 団体運営

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 住谷　優美

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 1 地域で育てる体制の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 那珂市青少年相談員設置規則
09 05 03 青少年相談員設置事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
１ 青少年の実態を把握し、青少年の問題等に関わる相談に応じ、
その解決に努める。
２ 青少年相談員としての自己研鑽に努める。
３ 青少年にとって健全な環境づくりのため、地域環境の点検活動
を推進する。
４ 関係各機関・諸団体との連携を図りながら、青少年のよき理解
者となるよう努める。

年間計画に基づいた活動を実施する。また、県主催等の研修
会へも積極的に参加し、青少年相談員としての資質の向上に
努める。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

那珂市青少年相談員
那珂市青少年相談員定数 人以内 50. 50.

0. 0. 0. 0.

47. 47. 47. 47.

50. 50. 50.

0.

13.3 14.1 14. 14.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

青少年健全育成に向けた街頭活動や情報交換、並
びに、研修会への参加を通して、青少年の健全育成
の推進と自己研鑽に努める。

那珂市青少年相談員数 人 47.

14.

研修実施回数（中・高生と語
る会を含む）

回 1. 2. 8. 8. 8.

青少年健全育成パトロール
活動実施回数（平均）

回

1200. 1200.

0. 0. 0. 0.

88. 88.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

青少年相談員活動及び研修を通して、相談員の資質
向上と青少年を育成するための環境の向上を図る。

青少年育成活動に参加して
いる相談員延べ人数

人 1062. 1221.

0. 0. 0. 0.

1200.

青少年健全育成協力店舗
登録率

％ 89.2 87.4 88.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,293 4,512 5,040 5,040 5,040 0

事 業 費 計 (A) 千円 4,293 4,512 5,040 5,040 5,040 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,119       0.58人 2,786       0.51人 2,786       0.51人 2,786       0.51人 2,786       0.51人

投入量(A)+(B) 千円 7,412 7,298 7,826 7,826 7,826
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 青少年の健全育成は地域ぐるみで進めようという趣旨のもとに、昭和40年8月に11人の青少年相

談員が委嘱され、青少年のよき相談相手として、青少年の健全育成活動が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

少子高齢化・都市化により地域コミュニケーションが希薄化している。地域で子どもを守る活動が
活発化するなど子どもの安全に関心が深まる一方で、携帯電話等による有害情報の蔓延や人と
の交流を避ける傾向がある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

青少年相談員からは、青少年を温かく見守り育てるためには、各地区まちづくり委員会を始めとす
る地域の方々との協力体制づくりの強化が必要であるという意見が寄せられている。

-9-



(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 □ ■
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
相談員の研修は、新型コロナウイルス感染症の
影響で開催数は少なかったが、コロナ禍でも活
動できるようパトロールの充実を図った。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

青少年の健全育成のため実施している青少年相談員の取り組みについて、市が関与することは
妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

研修内容の充実による知識向上、パトロール活動の充実などを検討し青少年健全育成の更なる
推進を図る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、青少年健全育成のため、今後も青少年相談員の活動は必要であること
から、廃止・休止の余地はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

有償ボランティアとして報償費の引き下げを行うことにより、事業費を削減する。人件費としてはこ
れ以上の削減余地はないと考える。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

この事業の趣旨を踏まえると、受益者負担を求めるものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
報償費の引き下げについて、近隣市町村の状況を調査した結果等を元に相談員と協議し意見聴
取を行い、見直しに向けて引き続き協議をしていく。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

報償費の引き下げについて、近隣市町村の状況を調査した結果等を元に相談員と協議し意見聴取を行い、見直しに向けて引き続き協議をして
いく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 23
点検日

事務事業名 青少年育成事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 戸澤　英理香

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 2 健全育成の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 社会教育法
09 05 03 青少年育成事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市子ども会育成連合会等の育成支援。
青少年育成関係団体事業の推進及び主催事業（青少年の主張大
会等）への助成と支援。

年間計画に基づいた活動を実施する。また、県主催等の研修
会へも積極的に参加し青少年健全育成活動の充実を図るとと
もに、団体の事務局として青少年の育成と啓発に努める。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市内在住の青少年
市内の青少年数(0～19歳) 人 8957. 8772.

0. 0. 0. 0.

2. 4. 4. 4.

8616. 8616. 8616.

0.

1. 2. 3. 3.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

子ども会事業における表彰、講習会、研修会等の実
施。大会や表彰式典の開催による青少年育成事業
の推進。

開催事業数（那珂市子ども
会育成連合会）

回 0.

3.

0. 0. 0. 0. 0.

開催事業数（青少年育成那
珂市民会議）

回

897. 897.

0. 0. 0. 0.

350. 350.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

各青少年育成団体の活動を支援し、事業を通して、
・会員相互の連携による青少年健全育成を推進する
こと。
・親や市民の青少年健全育成に対する理解と関心を
高めること。

子ども会加入人数（青少年） 人 874. 897.

0. 0. 0. 0.

897.

青少年育成那珂市民会議3
大大会参加者数

人 105. 218. 350.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 271 319 756 756 756 0

事 業 費 計 (A) 千円 271 319 756 756 756 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,326       0.76人 2,975       0.65人 2,975       0.65人 2,975       0.65人 2,975       0.65人

投入量(A)+(B) 千円 3,597 3,294 3,731 3,731 3,731
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 少子化、核家族化といった社会環境の変化に伴い、子ども会活動が縮小していることを受け、市の

支援により団体の事務的な負担軽減を図り、団体活動の継続や活性化を図る必要があった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

子ども会加入率は減少傾向にあり令和3年度末には1小学区が休会となったが、会の再編により
子ども会の存続や加入促進を目指す動きがある。市民会議事業は、事業内容が充実し事業の趣
旨に賛同するかたが増えている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

子ども会事業に参加した保護者からは「子どもの笑顔や一生懸命に取組む姿が見られた」「親子で
よい経験ができた」等、参加児童からも「また参加したい」と感想があった。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
市子ども会加入促進のため、行事内容の工夫・
見直しを行った。また、前年度実施した役員アン
ケートの結果を反映し、市子連役員の負担軽減
を図った。
行事実施の際には、新型コロナウイルス感染症
の感染予防対策を徹底し、安心して活動できる
よう努めた。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市として、青少年の健全育成を目的とする団体事業の推進及び支援は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

広報紙の発行、ポスター作成やホームページの充実を図り、市子ども会への加入を働きかけてい
るが、新型コロナウイルス感染症の影響により行事が実施できないこともあり、加入数が減少して
いる。引き続き役員負担の軽減を検討するほか、役員会等で情報共有を行い、加入率低下防止に
向けて工夫する必要がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、青少年健全育成のためには統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

那珂市子ども会育成連合会や青少年育成那珂市民会議の会員で事業を行っており、市としては
最低限の経費と事務量で実施しているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

那珂市子ども会育成連合会の事業では、参加者に受益者負担がある。また、青少年育成那珂市
民会議で行う事業については啓発事業であり、受益者負担を求める性質ではないため、適正であ
る。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
市子ども会加入促進のため、募集方法や行事の見直しを行う。また、市子ども会育成連合会役員
の負担軽減や、市子ども会に在籍する育成者にかかる負担も把握し、その軽減に引き続き努め
る。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

市子ども会加入促進のため、募集方法や行事の見直しを行う。また、市子ども会育成連合会役員の負担軽減や、市子ども会に在籍する育成者
にかかる負担も把握し、その軽減に引き続き努める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 23
点検日

事務事業名 各種団体補助事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　生涯学習課 社会教育グループ 記入者氏名 住谷　優美

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 2 未来を担う青少年の健全育成を図る

基本事業名 2 健全育成の推進

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 05 03 各種団体補助事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
那珂市補助金等交付規則に基づき、青少年那珂市民会議及び那
珂市子ども会育成連合会に補助金を交付する。

補助金の適正な活用が図れるよう管理し、スムーズな補助事
務を行う。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

「青少年育成那珂市民会議」 「那珂市子ども会育成
連合会」 補助団体数 団体 2. 2.

0. 0. 0. 0.

820. 820. 820. 820.

2. 2. 2.

0.

150. 200. 300. 300.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

補助金交付申請の受付、補助金の交付 補助金交付額（青少年育成
那珂市民会議）

千円 587.

300.

0. 0. 0. 0. 0.

補助金交付額（那珂市子ど
も会育成連合会）

千円

4. 4.

0. 0. 0. 0.

897. 897.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

各青少年育成団体の活動を支援し、事業を通じて、
・会員相互の連携による青少年健全育成を推進する
こと。
・親や市民の青少年健全育成に対する理解と関心を
高めること。

開催事業数（那珂市子ども
会育成連合会）

回 0. 2.

1. 2. 3. 3.

4.

子ども会加入者数（青少年） 人 874. 897. 897.

3.

３大大会参加者数（青少年
育成那珂市民会議）

人 105. 218. 350. 350. 350.

開催事業数（青少年育成那
珂市民会議）

回

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 737 1,020 1,120 1,120 1,120 0

事 業 費 計 (A) 千円 737 1,020 1,120 1,120 1,120 0
人 件 費 計 (B) 千円 5,408       1.15人 5,790       1.19人 5,790       1.19人 5,790       1.19人 5,790       1.19人

投入量(A)+(B) 千円 6,145 6,810 6,910 6,910 6,910
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 本市の青少年の健全育成を図るためには、各青少年育成団体を支援し、青少年育成活動につい

て、親や市民に理解を広めることが必要となった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

子ども会加入率は減少傾向にあり令和3年度末には1小学区が休会となったが、会の再編により
子ども会の存続や加入促進を目指す動きがある。市民会議事業は、事業内容が充実し、事業の
趣旨に賛同するかたが増えている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

子ども会事業に参加した保護者からは「子どもの笑顔や一生懸命に取組む姿が見られた」「親子で
よい経験ができた」等、参加児童からも「また参加したい」と感想があった。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
市子ども会育成連合会については、新型コロナ
ウイルス感染症の感染予防対策を行い、2事業
を実施した。青少年育成那珂市民会議では3大
大会のうち、2大会を実施したほか、中止になっ
た1大会についても代替策を講じ、青少年健全
育成の推進を図った。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

青少年育成那珂市民会議及び那珂市子ども会育成連合会への補助は、青少年健全育成の推進
につながるため、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

各青少年育成団体の活動を支援することで、引き続き青少年健全育成の推進を図る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

他に類似する事業はなく、青少年健全育成のためには、統廃合及び廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

青少年育成那珂市民会議や那珂市子ども会育成連合会の会員で事業を行っており、活動につい
てはボランティアである。また、市としては最低限の補助と支援を行っており、事業費及び人件費に
ついて削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

本事業については、各青少年育成団体に対して適正に補助金を交付する事業であり、受益者負
担を求める事業ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
事業を継続し、各青少年育成団体の活動を支援することで、引き続き青少年健全育成の推進を図
る。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

事業を継続し、各青少年育成団体の活動を支援することで、引き続き青少年健全育成の推進を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

各種スポ－ツ実技研修・ニュ－スポ－ツ教室の企画運営等

0.

住民のスポ－ツ振興のため、実技の指導、組織の育成、行政機関
及び団体の行う行事・事業に対し求めに応じて指導・助言を行う。

4.

人口

推進員の指導技術・知識を育成し、スポ－ツ指導・普
及にあたらせる。

実施計画
対象事業

0.

スポ－ツ基本法

回

8.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

推進委員の活動内容やスポーツ振興へ寄与する度合がわからないという市民の声がある。一方、
総合型地域スポーツクラブ運営の中核として活動し、市の生涯スポーツ推進に大きく貢献している
との認識もある。

スポ－ツの多種多様化が進み、指導者が不足してきている。

人

0. 1. 4. 4.

市民

研修会（市・水戸地区・県）・研究大会（関東・全国）へ
の参加、軽スポ－ツ体験教室等の企画運営・体育行
事運営協力、総合型地域スポ－ツクラブの運営支
援。

運営協力した体育行事数

予算科目 根拠法令

53187. 52937. 53121. 52600.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

回

人

委員会開催回数

回

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 3

0. 0. 0. 0.

市及びスポーツ協会主催事
業に参加した人数

1550.

一般会計

4.

0. 0. 0. 0.

6.

2. 4. 8. 8.

0.

52900.

国のスポ－ツ振興法（昭和36年）、現在のスポ－ツ基本法（平成23年）に基づき、市民の健康増進
を図ることを目的としてスポ－ツの普及発展を行うため。

0. 0. 0. 0.

0. 1.研修会等開催回数

0. 0. 1550. 1550.

4.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

5,266 5,266
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 3,596 3,869 5,266
3,240       0.70人 3,240       0.70人 3,240       0.70人人 件 費 計 (B) 千円 3,340       0.80人 3,240       0.70人

2,026 0
事 業 費 計 (A) 千円 256 629 2,026 2,026 2,026 0

一 般 財 源 千円 256 629 2,026 2,026

0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 06 01 スポーツ推進委員設置事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 2 生涯スポーツ活動の支援

事務事業名 スポーツ推進委員設置事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 スポ－ツ推進室体育G 記入者氏名 柏　晶子

作成日 令和 4 5 20
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

スポーツ基本法において定められているため、市が事業として行うのは妥当である。また、生涯ス
ポーツの推進において、スポーツ推進委員の地域と密着した活動は広く市民にスポーツを普及さ
せる役割を果たしており、市が担うべきものである。

改革・改善による期待成果

スポーツ推進委員が市民と関わる機会を増やすことで、多様なスポーツの普及推進を図る。そのためにもニュースポーツ等様々なスポーツの研
修を積み重ね、指導者としての資質・意識の向上を図っていく。

スポーツ推進委員が市民と関わる機会を増やすことで、多様なスポーツの普及推進を図る。その
ためにもニュースポーツ等様々なスポーツの研修を積み重ね、指導者としての資質・意識の向上を
図っていく。

ニュースポーツの多様化に伴い指導者としての知識を更新することによって、より効果的なスポー
ツの普及に繋げるため、研修会等への積極的な参加を今後も促すようにする。

市広報紙への掲載による活動内容周知、各種
研修会への参加による生涯スポーツ指導者とし
ての能力向上を図った。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

各種研修会への参加は、参加負担金を徴収している。研修会に出席することによって指導力・資
質の向上を図っているため公平である。

類似事業はない。また、スポーツ推進委員はスポーツ基本法に基づき設置しているため、廃止・休
止の可能性はない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

事業費は主に委員報酬や旅費、負担金であるため、削減余地はない。また、人件費についても最
小限の人員で行っているため、これ以上削減することはできない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和元年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 1
点検日

事務事業名 スポーツ教室開設事業 事業類型 各種教室の開催

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 スポーツ推進室体育Ｇ 記入者氏名 柏　晶子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 2 生涯スポーツ活動の支援

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 スポーツ基本法
09 06 01 スポーツ教室開設事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
各種スポーツ教室の開催を通じて、子供から高齢者まで年齢性別
を問わずスポーツに親しむ機会を提供し、楽しみながらスポーツを
行うことで市民の健康増進に貢献する。

スポーツ教室の企画、参加者募集、受付、教室開講事務、講
師及び教室運営団体との契約等事務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
人口 人 53187. 52937.

0. 0. 0. 0.

559. 1007. 1007. 1007.

53121. 52900. 52600.

0.

30. 58. 77. 77.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

各種水泳教室・ヨガ教室・ピラティス教室・ジュニアテ
ニス教室を実施 延べ開催数 回 458.

77.

0. 0. 0. 0. 0.

教室数 教室

29790. 29790.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民に対し、スポーツをするきっかけの場、スポーツ
をする場としてスポーツ教室を提供しスポーツに対す
る意識の高揚を図ることにより、健康増進に貢献す
る。

延べ参加者数 人 8312. 12511.

0. 0. 0. 0.

29790.

0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 14,459 14,641 14,641 0
一 般 財 源 千円 6,407 8,246 0 0 0 0

事 業 費 計 (A) 千円 6,407 8,246 14,459 14,641 14,641 0
人 件 費 計 (B) 千円 6,930       2.50人 6,270       2.20人 6,270       2.20人 6,270       2.20人 6,270       2.20人

投入量(A)+(B) 千円 13,337 14,516 20,729 20,911 20,911
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ スポーツ基本法に基づき、市民の健康増進を図ることを目的としてスポーツの普及発展を行う。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

少子化及びテレビゲーム等の普及により、外で遊ぶ・スポーツをするという子供が減少してきてい
る。その一方でニュースポーツ等のスポーツの多様化が進んでいる。高齢者は、健康志向としての
参加が増加している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

継続して参加する方の中には教室のマンネリ化を指摘する意見もある。その一方で、水泳教室の
一部では、定員を超える申込者があり抽選になってしまう教室もあり、定員や教室数を増やしてほ
しいという意見もある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
パワーストレッチ教室を新設した。
定員を超える申込者があり抽選になってしまう
水泳教室（幼児・低学年）の教室数を増やし実
施した。

0 千円)

0 千円)

37 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

民間事業者へ委託している教室もあるが、市のスポーツ振興施策の中で、スポーツをするきっか
けづくりとして、教室を企画・開催するのは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

新たに２教室を新設し、さらなる市民のスポーツをするきっかけづくりを促進した。
今後もアンケートの結果を参考に、実施中の教室の改善や新たな教室の実施など成果を上げる
余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

市の事業に類似事業はない。スポーツをするきっかけづくり、健康増進の役割をはたしているた
め、廃止・休止の可能性がない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は、指導者謝礼や教室委託料が大部分を占めており、削減する余地がない。人件費（指導
者）についても、最低限の人数で教室を運営しているため削減は困難である。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

各教室の受講者から、指導者謝礼相応の受講料を徴収しており、受益者負担は適正である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
引き続き受講者へのアンケートを実施し、ニーズや要望を把握する。
また、受講者数なども考慮し、教室の内容の改善を図っていく。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

引き続き受講者へのアンケートを実施し、ニーズや要望を把握する。
また、受講者数なども考慮し、教室の内容の改善を図っていく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 1
点検日

事務事業名 学校体育施設夜間開放事業 事業類型 施設の運営、維持管理

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 スポーツ推進室体育Ｇ 記入者氏名 柏　晶子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 1 スポーツ環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 スポーツ基本法
09 06 01 学校体育施設夜間開放事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
地域住民の身近なスポーツをする体育施設の拠点として、小中学
校の体育施設を地域のスポーツ団体へ夜間開放する。

小中学校・利用団体との調整・施設等の管理。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
人口 人 53187. 52937.

0. 0. 0. 0.

14. 14. 14. 14.

53121. 52900. 52600.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市内小中学校の体育館・武道場の夜間開放
学校体育施設の開放校 学校 14.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

75. 75.

0. 0. 0. 0.

1194. 1194.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

地域の学校体育施設を夜間開放することにより、ス
ポーツを通して地域住民の相互の親睦を図りながら
体力作り、生涯スポーツを推進する。

利用団体数 団体 80. 76.

0. 0. 0. 0.

75.

団体構成人数 人 1413. 1312. 1194.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 617 537 599 748 748 0

事 業 費 計 (A) 千円 617 537 599 748 748 0
人 件 費 計 (B) 千円 1,310       0.50人 1,120       0.40人 1,120       0.40人 1,120       0.40人 1,120       0.40人

投入量(A)+(B) 千円 1,927 1,657 1,719 1,868 1,868
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 昭和４０年代の屋内運動場建設に伴い、地域住民のスポーツ・社会体育に対する関心や要求の高

まりによるため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

近年学校体育施設を利用する団体が減少している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

利用団体からは、毎月の利用申請の改善・簡素化等の要望がある一方、学校側からは、利用団
体のマナーの悪さが指摘されている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 □ ■
■ □

□ ■
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

■ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
既存・新規団体ともに平等な利用機会を得られ
るよう、毎月行っていた利用申請を年1回するこ
とで申請方法が簡素化され利用者の負担軽減
につながった。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が所有・管理する施設であるため、市が行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

申請方法や利用方法の簡素化を行えば、利用者負担軽減が図れる。
今後も利用者のニーズや要望を把握し電子申請の導入などを検討する余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業が無く、地域住民のスポーツ活動の場として欠かせないものとなっており、継続的なス
ポーツの推進のためには廃止・休止することはできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費については、体育館の照明が水銀灯からＬＥＤに移行が進んでいることから、各施設の修
繕状況によって今後削減できる可能性がある。
人件費については、必要最低限の職員で行っているため削減できない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

夜間開放事業における施設利用は無料であるため、有料施設利用者との公平性という部分では
欠けている。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
申請方法簡素化の要望があるため、電子申請の導入による人件費削減等、引き続き検討してい
く。
施設使用料の受益者負担については、市のスポーツ推進施策やこれまでの運用状況を踏まえたう
えで慎重に検討していく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

申請方法簡素化の要望があるため、電子申請の導入による人件費削減等、引き続き検討していく。
施設使用料の受益者負担については、市のスポーツ推進施策やこれまでの運用状況を踏まえたうえで慎重に検討していく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 29
点検日

事務事業名 団体補助事業 事業類型 補助金

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 スポーツ推進室体育G 記入者氏名 岡部　航介

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 2 生涯スポーツ活動の支援

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 06 01 団体補助事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
市民の体力向上による健康増進を目的に、市内８地区のまちづく
り委員会・加盟団体・専門部と連携して、各種大会及び関連事業を
開催している市スポーツ協会に財政的な支援を行う。

各種大会、教室の受付・進行等の業務及びスポーツ協会事務
局の事務

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

那珂市スポーツ協会加盟団体
加盟団体数（協会・連盟） 団体 18. 18.

0. 0. 0. 0.

3250. 7118. 7118. 7118.

18. 18. 18.

0.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

市スポーツ協会に補助金を交付する。
市スポーツ協会事務を補助する。 補助金額 千円 2754.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

2005. 2005.

0. 0. 0. 0.

557. 557.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民へ「誰でも・いつでも・どこでも」スポーツができる
環境づくりをしてもらう。また、市民が暮らしのなかに
スポーツを取り入れ、健康で楽しさにあふれた生活を
おくることができるようにする。

連盟登録人数 人 2259. 2005.

1. 7. 19. 19.

2005.

少年団登録人数 人 582. 557. 557.

19.

0. 0. 0. 0. 0.

大会等の開催回数（本部主
催のみ）

回

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 2,754 3,250 7,118 7,118 7,118 0

事 業 費 計 (A) 千円 2,754 3,250 7,118 7,118 7,118 0
人 件 費 計 (B) 千円 8,210       2.55人 5,850       1.50人 5,850       1.50人 5,850       1.50人 5,850       1.50人

投入量(A)+(B) 千円 10,964 9,100 12,968 12,968 12,968
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 1964年の東京オリンピックを機会に体育協会設立の気運が高まり、体育協会の設立により、市民

の健康増進が図られ、スポーツの振興とスポーツ団体の育成、各種競技団体の普及発展を目指
すため、団体支援を開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

スポーツ協会加盟団体数は18団体で横ばいだが、登録人数については減少傾向にある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

施設利用料の減免措置、補助金の増額、新規大会の開催等の要望が寄せられている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
スポーツ協会の自主運営化について検討を進
めているが、人件費を支出する必要性があるこ
と等を踏まえると、補助金を増額しなければ運
営することができないと考えられる。そのため現
状としては自主運営化は難しい状況にあり、引
き続き検討する必要がある。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

那珂市スポーツ協会は、市のスポーツ振興の中心となって活動している団体であり、市民自らのス
ポーツ推進のため、行政の支援は必要である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

大会等において、協会事務局と加盟団体が連携し大会の内容について改善を図り、事業としての
魅力を増やすことにより、参加者の増加を見込むことができる。また、要望などを考慮して、新規大
会を開催するなど成果の向上の余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。また、那珂市スポーツ協会は市民の健康増進やスポーツ振興のために数多くの
事業を展開しており、廃止することは市のスポーツ振興を阻害するとともに、市民の運動する機会
を損失することとなる。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費は主に大会等の運営費となり、事業費が削減されると参加等の負担増となる。それによっ
て参加への敷居が高くなり、結果的にスポーツの推進・健康増進のマイナス要因となる。人件費に
ついては、現在必要最低限の人数で運営しており、削減の余地がない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

大会、バスでの移動、宿泊を伴う事業等では、参加費を徴収して事業費に充てているため受益者
負担の点で適正である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
各主催大会について内容を精査し、協会として主催することが妥当であるか、連盟に委託すべきも
のかを検討していく。また、自主運営化についても現時点ではコスト面での課題があるが、自立化
の可否について判断ができるようにするため、必要経費等の検討を引き続き進める。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

各主催大会について内容を精査し、協会として主催することが妥当であるか、連盟に委託すべきものかを検討していく。また、自主運営化につ
いても現時点ではコスト面での課題があるが、自立化の可否について判断ができるようにするため、必要経費等の検討を引き続き進める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 4
点検日

事務事業名 体育施設管理事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 体育グループ 記入者氏名 赤津　雄史

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 1 スポーツ環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 体育施設設置管理条例
09 06 03 体育施設管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
瓜連体育館、ふれあいの杜公園(多目的広場・芝生広場・テニス
コート)、神崎テニスコート、神崎グラウンド、戸多グラウンド、戸多
体育館、本米崎体育館、トレーニングルーム（総合センターらぽー
る内）の維持管理事業。

那珂総合公園以外の市内体育施設について維持管理する。
（ふれセンごだいの芝の管理も含む）

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

建物、グラウンド、機械
建物 棟 6. 6.

グラウンド・テニスコート・室
箇所、

室
7. 7. 7. 7.

11. 11. 11. 11.

6. 6. 6.

7.

5. 3. 3. 3.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

施設の維持管理（保守、点検、修繕、整備）、緑化管
理（除草等） 除草作業 回 7.

3.

0. 0. 0. 0. 0.

保守点検 回

15. 15.

0. 0. 0. 0.

15. 15.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

維持管理、緑化管理を適切に行うことで施設環境を
整備することにより、市民が安全で快適にスポーツを
楽しむことが出来る。

不具合発生 件 8. 15.

26675. 69266. 70000. 80000.

15.

修繕 件 8. 15. 15.

80000.

0. 0. 0. 0. 0.

利用者 人

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 3,343 3,193 3,193 0
一 般 財 源 千円 51,000 13,004 11,667 11,310 11,310 0

事 業 費 計 (A) 千円 51,000 13,004 15,010 14,503 14,503 0
人 件 費 計 (B) 千円 5,400       1.75人 5,570       1.75人 5,570       1.75人 5,570       1.75人 5,570       1.75人

投入量(A)+(B) 千円 56,400 18,574 20,580 20,073 20,073
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市民の健康づくりとスポーツの推進を目的に、スポーツ施設として那珂総合公園以外の市内社会

体育施設の維持管理が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

施設の老朽化に伴い、修繕箇所が増加傾向にある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

施設の老朽化に伴い、施設の修繕や更新の要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 ■ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 □ ■
■ □

□ ■
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

■ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
備品の整備、修繕を行った。体育施設等個別施
設計画を策定した。減免規定については内部協
議にとどまった。

37,996 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市所有の体育施設を市が管理するのは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

施設老朽化のため、不具合箇所の実態を適宜把握し、令和3年度に策定した体育施設等個別施
設計画に基づき、適切な修繕・更新を実施し、利用者の安全を確保し稼働率の向上を図る。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

この事業は、那珂総合公園以外の市内社会体育施設の維持管理を行うものであり、統廃合の余
地はない。また、市民へのスポーツをする場の提供、スポーツにおける住民ニーズに応えるための
事業であり休止・廃止することはできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

施設の不具合箇所については、最低限の範囲で行っているが、今後、施設照明のＬＥＤリースの検
討を行い、導入となれば、事業費削減の可能性はある。
人件費については、会計年度任用職員、シルバー人材センターへの委託を活用して事業を実施し
ており、これ以上の削減は不可能である。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

公共施設の運営には、公正な受益者負担が原則であり、市の財政の確保の観点からも、減免規
定の見直しについて検討していく。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
備品や設備において、修繕や更新が必要なものが多くなっている。利用状況を的確に把握するとと
もに、策定した体育施設等個別施設計画に基づき、計画的に修繕更新を行っていく。また、施設照
明のＬＥＤリースの検討及び、公平な受益者負担のため、減免規定の見直しを検討する。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

備品や設備において、修繕や更新が必要なものが多くなっている。利用状況を的確に把握するとともに、策定した体育施設等個別施設計画に
基づき、計画的に修繕更新を行っていく。また、施設照明のＬＥＤリースの検討及び、公平な受益者負担のため、減免規定の見直しを検討する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ □ ■
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 18
点検日

事務事業名 かわまちづくり支援制度活用事業 事業類型 工事

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 体育Ｇ 記入者氏名 舘　政則

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 1 スポーツ環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 河川法
09 06 03 かわまちづくり支援制度活用事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 平成29 年度 ～令和 3 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
那珂西大橋下流の那珂川河川敷有効活用に当たり、消防訓練等防災施設として、また屋外スポー
ツの場としてのグラウンドを兼ねた多目的広場及び駐車場を整備し、同時に環境学習の場としてワ
ンド等の整備を行うことにより、地区及び市全体の活性化を図る場を設ける。
河川区域の整備となり、整備に当たり、地域等の活性化を目指し利用計画等を盛り込んだ「かわま
ちづくり計画」を国（常陸河川国道事務所）へ提出し、事業登録されることにより、基盤整正等の工事
については国で実施し、表面整備を市が実施することで、市の負担を大幅に軽減できる制度となって
いる。
平成28年度に登録され、平成29-30年度から実施設計、令和元年度から工事を行い、令和4年度か
ら供用開始となる予定である。

平成28年度に設置した協議会で、整備及び運営について協議
を行っていく。整備はグラウンドや消防訓練場を兼ねた多目的
広場、環境教育の場のワンド、駐車場等で設計し、令和元年度
から市施工工事を発注し、国と連携して市担当分の工事を行っ
ていく。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民及び戸多地区の市民
人口 人 53187. 52937.

戸多地区人口 人 1572. 1548. 1514. 1485.

1. 0. 0. 0.

53121. 52900. 52600.

1456.

1. 8. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

令和４年４月からの供用開始に向け、関係者の意見
を取りまとめ整備すべき内容を決定する。
整備に向け設計・工事等を行う。

ワークショップ開催数 回 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

整備に係る委託・工事発注
数

件

0. 0.

0. 0. 0. 0.

0. 0.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

地域の屋外スポーツの拠点となる場を整備し、提供
することにより、市民が安全で快適にスポーツを楽し
むことが出来る。

市整備率 ％ 80. 100.

0. 0. 0. 0.

0.

国整備率 ％ 100. 100. 0.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 21,700 0 0 0 91,000
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 14,472 39,875 0 0 0 31,000

事 業 費 計 (A) 千円 14,472 61,575 0 0 0 122,000
人 件 費 計 (B) 千円 6,890       1.60人 6,890       1.60人 0       0.00人 0       0.00人 0       0.00人

投入量(A)+(B) 千円 21,362 68,465 0 0 0
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 屋外スポーツ団体から、現状では練習や大会開催のための場所確保が困難なため、グラウンドと

して使える広場を作って欲しいと要望があり、国の「かわまちづくり支援制度」を活用した河川敷の
整備を検討し進めてきた。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

スポーツ団体等を中心に、イベント等に使いたい要望がある。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

屋外スポーツ団体から、多目的広場でのスポーツ（練習や大会）が出来るように要望されている。
整備後の管理について、維持管理団体への過大な負担とならないよう考慮すべきとの意見があ
る。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
□ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

■ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
工事については、内容を精査し適正な価格で発
注した。
ＮＰＯ法人那珂市サッカー協会と維持管理に関
する協定を締結し、市と協働による維持管理や
運用を行う効率的な体制を整えた。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

　国土交通省の「かわまちづくり支援制度」を活用した国・市・住民との協働事業であり、市施工分
及び利用促進に係る部分は市が実施する必要がある。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

　施設の維持管理及び活用と利用促進について、スポーツ団体や住民団体の意見を取り入れ、協
力を得ることで、かわまちづくり本来の目的である河川敷の有効活用と地域の活性化を図ることが
できる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

　地域の活性化を目指した那珂川河川敷の整備は「那珂市戸地区かわまちづくり計画」が国に事
業登録されたことに伴うものであり、整備終了まで廃止・休止はできない。整備終了後は、維持管
理事業へと移行。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

　事業費及び人件費については、事業計画に基づき必要最低限の経費計上となっているため、削
減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

　地域の活性化を目指し、不特定多数の利用者を想定した施設整備であるため、受益者負担を求
めるものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
　かわまちづくり支援制度活用事業としては令和３年度で終了。今後は、管理事業に移行となり必
要となる最小限の予算を計上するとともに、ＮＰＯ法人那珂市サッカー協会と維持管理に関する協
定締結により、市と協力しながら維持管理を進めていく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

　かわまちづくり支援制度活用事業としては令和３年度で終了。今後は、管理事業に移行となり必要となる最小限の予算を計上するとともに、Ｎ
ＰＯ法人那珂市サッカー協会と維持管理に関する協定締結により、市と協力しながら維持管理を進めていく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 3
点検日

事務事業名 総合公園管理事業 事業類型 施設の維持管理

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 体育グループ 記入者氏名 赤津　雄史

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 1 スポーツ環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 都市公園条例
09 06 04 総合公園管理事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
那珂総合公園の維持管理事業 那珂総合公園について維持管理する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

建物、グラウンド
建物 棟 1. 1.

グラウンド 箇所 2. 2. 2. 2.

22. 21. 21. 22.

1. 1. 1.

2.

5. 5. 5. 5.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

施設の維持管理（保守、点検、修繕、整備）、緑化管
理（除草等） 保守点検 本 21.

5.

0. 0. 0. 0. 0.

緑化管理 本

61. 61.

0. 0. 0. 0.

61. 61.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

維持管理、緑化管理を適切に行うことで施設環境を
整備することにより、市民が安全で快適にスポーツを
楽しむことが出来る。

故障 件 49. 61.

72749. 93382. 100000. 170000.

61.

修繕 件 49. 61. 61.

170000.

0. 0. 0. 0. 0.

利用者 人

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 11,297 13,132 13,132 13,132 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 19,523 14,191 14,191 0
一 般 財 源 千円 144,550 154,833 143,839 135,456 136,727 0

事 業 費 計 (A) 千円 144,550 166,130 176,494 162,779 164,050 0
人 件 費 計 (B) 千円 8,705       2.45人 8,770       2.40人 8,770       2.40人 8,770       2.40人 8,770       2.40人

投入量(A)+(B) 千円 153,255 174,900 185,264 171,549 172,820
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市民の健康づくりとスポーツの推進を目的に、スポーツ・レクリエーションの拠点施設として那珂総

合公園が建設されたことから、施設の維持管理が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

施設の老朽化に伴い、修繕箇所が増加傾向にある。
令和４年度より自主財源確保のため、ネーミングライツを導入した。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

施設の老朽化に伴い、施設の修繕や更新の要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 □ ■
□ ■

□ ■
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

■ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
体育施設等個別施設計画を策定した。サブア
リーナ・ギャラリー系空調設備修繕及び高圧受
電源設備修繕等を行った。減免規定の見直しに
ついては、内部協議に留まった。自主財源確保
のため、那珂総合公園にネーミングライツを導
入した。

0 千円)

0 千円)

21,580 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市が所有・管理する施設であるため、市が行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

体育施設等個別施設計画に基づき、適切な修繕、改修を実施していくことで、利用者の安全性の
向上が図れるとともに、利用者の増加が見込める。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

市のスポーツ推進施設の拠点であり、他に代わる施設がないことから統廃合の余地はない。ま
た、市民の健康づくりやスポーツの推進、スポーツにおける住民ニーズに応えるためにも廃止・休
止はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

熱電源設備の省エネ化を進めていくことで事業費を削減できる。指定管理者制度の導入により事
業費・人件費の削減余地がある。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

公共施設の運営には、公平な受益者負担が原則であり、市の財政の確保の観点からも、減免規
定の見直しについて検討していく。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
熱電源設備を更新する際に、併せて省エネ化を図っていく。また、施設照明のＬＥＤリースの検討を
行う。指定管理者の導入には、施設の老朽化が課題のひとつとなっているので、策定した体育施
設等個別施設計画を反映しながら、計画的に施設の修繕を行うことで利用者の安全性の向上を図
る必要がある。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

熱電源設備を更新する際に、併せて省エネ化を図っていく。また、施設照明のＬＥＤリースの検討を行う。指定管理者の導入には、施設の老朽
化が課題のひとつとなっているので、策定した体育施設等個別施設計画を反映しながら、計画的に施設の修繕を行うことで利用者の安全性の
向上を図る必要がある。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 4
点検日

事務事業名 総合公園運営事業 事業類型 施設の運営

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 体育グループ 記入者氏名 赤津　雄史

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 1 スポーツ環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 都市公園条例
09 06 04 総合公園運営事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
那珂総合公園の運営事業 那珂総合公園の運営

（施設の予約、受付、使用料徴収、貸出等）

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

施設の利用者、市民、広域協定自治体の市民
那珂市の人口 人 53187. 52937.

0. 0. 0. 0.

100. 100. 80. 80.

53121. 52900. 52600.

0.

0. 0. 0. 20.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

施設の利用者（個人・団体）に対し、予約、受付、使用
料徴収、貸出等を行う。
貸出備品を適正に管理する。

電話・窓口による予約率 ％ 100.

20.

施設稼働率 ％ 72. 71. 84. 84. 84.

パソコン等による予約率 ％

100000. 170000.

0. 0. 0. 0.

37000. 37000.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民が安全で快適にスポーツを楽しむことにより、生
きがいを持って健康に暮らせるようになる。 施設利用者 人 72749. 93382.

61. 60.37 61. 61.

170000.

うちプール利用者 人 19669. 23897. 25000.

61.

0. 0. 0. 0. 0.

日頃からスポーツに取り組
んでいる人の割合

％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 1,870 1,870 1,870 0
一 般 財 源 千円 2,543 2,402 365 237 350 0

事 業 費 計 (A) 千円 2,543 2,402 2,235 2,107 2,220 0
人 件 費 計 (B) 千円 9,565       4.35人 9,705       4.35人 9,705       4.35人 9,705       4.35人 9,705       4.35人

投入量(A)+(B) 千円 12,108 12,107 11,940 11,812 11,925
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 市民の健康づくりとスポーツの推進を目的に、スポーツ・レクリエーションの拠点施設として那珂総

合公園が建設されたことから、施設の運営が始まった。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

近隣市町村に同様の施設が建設されている中、安定した利用者数で推移している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

施設の老朽化に伴い、修繕や更新の意見要望がある。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 □ ■
□ ■

□ ■
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 ■ 効率性の改善

■ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
プール用自動券売機の更新を行った。減免規
定の見直しについては内部協議にとどまった。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市の施設であり、市民がスポーツに親しみ暮らせるように、市が主体となって運営事業を行うのは
妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

貸出備品について、適切に修繕や更新等を行っており、おおむね成果が得られている。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

市のスポーツ推進の拠点施設であり、他に代わる施設もないことから統廃合の余地はない。また、
市民の健康づくりやスポーツ推進及びニーズに応えるためにも廃止、休止はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

指定管理者制度の導入により、事業費及び人件費の削減余地はあるが、導入するにも設備の大
規模改修が前提で検討していく。事業費については、現在は新型コロナ感染症対策により電話で
のみの予約であるが、パソコンでの予約が増加すれば、削減の余地がある。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

公共施設の運営には、公平な受益者負担が原則であり、市の財政の確保の観点からも、減免規
定の見直しについて検討していく。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
備品類の計画的な修繕、更新については引き続き実施していく。指定管理者の導入については、
施設の大規模な改修を前提として検討していく。また、公平な受益者負担のため、減免規定の見直
しを検討する。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

備品類の計画的な修繕、更新については引き続き実施していく。指定管理者の導入については、施設の大規模な改修を前提として検討してい
く。また、公平な受益者負担のため、減免規定の見直しを検討する。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 3
点検日

事務事業名 総合公園施設改修事業 事業類型 施設の整備改修

担当部課G等 教育委員会　スポーツ推進室 体育グループ 記入者氏名 赤津　雄史

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 4 スポーツを身近に感じ親しめる環境を整える

基本事業名 1 スポーツ環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
09 06 04 総合公園施設改修事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
総合公園を改修等により整備することで、施設利用者の拡大やス
ポーツ環境の充実を図る。

那珂総合公園について改修する。
令和 4年度　熱源機器更新工事実施設計
令和 5年度　ボイラー更新工事（２基）
令和 6年度　冷温水発生器更新工事
令和 7年度　アリーナ床改修工事、パッケージエアコン更新工事
令和 8年度　エレベーター改修工事

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

総合公園内施設
総合公園内施設 施設 1. 1.

0. 0. 0. 0.

10.5 9. 8. 7.

1. 1. 1.

0.

0.5 1.5 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

総合公園の維持管理のため、改修を行う。
改修が必要な施設・設備 箇所 11.

0.

R5　ボイラー更新工事 箇所 0. 0. 0. 1. 0.

R2～3　総合公園セーフ
ティーウォール

箇所

3. 4.

R6　冷温水発生器更新工事 箇所 0. 0. 0. 0.

0. 0.

1.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

修繕と整備を行うことで施設の長寿命化を図る。
改修が完了した施設・設備 箇所 1.5 3.

0. 0. 0. 1.

5.

R2～3　総合公園セーフ
ティーウォール

箇所 0.5 1.5 0.

0.

R6　冷温水発生器更新工事 箇所 0. 0. 0. 0. 1.

R5　ボイラー更新工事 箇所

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 50 6,000 0 0 0
一 般 財 源 千円 4,499 9,295 963 34,210 90,200 0

事 業 費 計 (A) 千円 4,499 9,345 6,963 34,210 90,200 0
人 件 費 計 (B) 千円 930       0.20人 1,020       0.20人 1,020       0.20人 1,020       0.20人 1,020       0.20人

投入量(A)+(B) 千円 5,429 10,365 7,983 35,230 91,220
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 総合公園を維持管理していくうえで改修が必要なため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

施設の老朽化に伴い、設備等の大規模な改修が必要となってきている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

利用団体等から施設等の修繕をしてほしいと要望が寄せられている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
令和2年度から実施してきたセーフティーウォー
ル改修は、令和3年度に完了した。多目的広場4
面中2面及び野球場を実施した。

0 千円)

0 千円)

4,846 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市所有のスポーツ施設であり、改修事業を行うことは妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

総合公園の施設改修にあたっては、策定した体育施設等個別施設計画に基づき、計画的に実施
していく。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

市所有のスポーツ施設の改修事業であり、統廃合の余地はない。また、施設の安全安心な維持管
理のために廃止・休止はできない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

事業費においては、策定した体育施設等個別施設計画に基づき、計画的な修繕に努めるが、施設
の老朽化により今後も大規模な修繕が続くことが見込まれるため増加の傾向にある。人件費につ
いては、最低限の人員で実施しているため、これ以上の削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

施設の改修については受益者負担を求めるものではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
経年劣化に伴う大規模な改修が必要となっている。本年度策定した体育施設等個別施設計画を基
に、優先順位の検討と予算の平準化を図る。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

経年劣化に伴う大規模な改修が必要となっている。本年度策定した体育施設等個別施設計画を基に、優先順位の検討と予算の平準化を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 28
点検日

事務事業名 図書館運営事業 事業類型 施設の運営

担当部課G等 教育委員会　図書館 管理G 記入者氏名 後藤　泰成

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 3 生涯にわたり学ぶことができる環境を整える

基本事業名 1 生涯学習環境の充実

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
図書館法、那珂市立図書館の設置及び
管理に関する条例、那珂市立図書館の
設置及び管理に関する条例施行規則09 05 07 図書館運営事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　生涯学習の拠点として、また、情報の集積・発信基地として、より
多くの市民が利用できるように図書館を運営する。

主な業務は、図書館資料の選定購入、図書館まつり等の企
画、図書館システムの保守など。
事業費は、報酬、システム賃借料、資料の購入費等へ支出。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
人口 人 53187. 52937.

0. 0. 0. 0.

260. 289. 288. 288.

53121. 52900. 52600.

0.

7231. 7235. 7200. 7200.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

図書館システムの維持管理、図書館資料の選定・購
入等を行い、閲覧・貸出をする 開館日数 日 223.

7200.

図書館資料数 点 226549. 235418. 240949. 248149. 255349.

購入資料数 点

42000. 43000.

イベント主催数 回 0. 8. 12. 12.

450000. 480000.

12.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

多くの市民に自主学習の場を提供することにより、生
涯学習への意識向上を図る。 登録者数 人 39430. 40402.

7.8 8.5 10. 10.5

44000.

貸出資料数 点 306908. 344881. 420000.

11.

来館者数 人 147929. 166505. 260000. 265000. 270000.

一人当たりの貸出資料数 点

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 11,513 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 8,003 53 50 50 0
一 般 財 源 千円 45,336 39,027 36,755 54,784 53,929 0

事 業 費 計 (A) 千円 45,336 47,030 48,321 54,834 53,979 0
人 件 費 計 (B) 千円 35,380      14.15人 36,263      15.19人 36,263      15.19人 36,263      15.19人 36,263      15.19人

投入量(A)+(B) 千円 80,716 83,293 84,584 91,097 90,242
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 那珂市立図書館の開館に伴う事業

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

平成18年10月に開館し、所蔵資料も増え、市民の生涯学習の拠点としてなくてはならない施設に
なっている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・公衆無線LAN拡充や調べ学習の場の確保等のサービスの充実（利用者）
・利用者を増やすための取り組みや学校との連携（図書館協議会委員）
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
広報なかにおいて図書館特集を2ヶ月に1回掲
載、これまで館内掲示のみであった図書館広報
紙を毎月、各戸に回覧するなど情報発信を強化
した。また学校への定期配送便事業について
は、市内小中学校に再度利用勧奨を図ったこと
により、貸出延べ数が22校から36校に、貸出冊
数の延べ数が1,253冊から2,020冊へ増加した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市民の自主的な学習活動の場として設けられた施設であり、市民の要求に応じられる資料の充
実・確保を図るとともに、公共性を重視した良質な情報提供・情報発信を行ううえで、市の関与は妥
当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

図書資料の充実（書籍、CD、DVD）の所蔵数を増やしていくとともに、図書館からの企画を実施し、
新規利用者を呼び込む余地がある。また、各種団体に団体貸出を推奨することによる図書資料の
活用の余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

生涯学習の拠点となる施設であり、同様の施設がないため、統廃合・廃止・休止の可能性はない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

図書館システムについては、システム機器も性能が向上しており、現システムを継続し、使用していくためには
必要経費であるため、事業費の削減余地はない。また、人件費についても司書を含め、シフトを組んで事業に
あたっているが、人数としては必要最小限の人数でシフトを組んでおり、これ以上、人件費を削減する余地はな
い。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

図書館法第１７条に基づき、図書館の利用において受益者負担を求めることはできない。例外として、相互貸
借及び団体貸出に係る郵便料が発生した場合には、受益者負担の適正化の観点から、郵便料については受
益者負担としている。（那珂市立図書館の設置及び管理に関する条例施行規則を改正：平成29年4月1日施
行）

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
新たなイベントの開催や、展示コーナー・エントランスの活用により、更なる情報発信の強化に努
め、登録者・来館者の増加を図る。
学校定期配送便の更なる利用勧奨により、図書館資料の利活用増進と学校教育支援の強化を図
る。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

新たなイベントの開催や、展示コーナー・エントランスの活用により、更なる情報発信の強化に努め、登録者・来館者の増加を図る。
学校定期配送便の更なる利用勧奨により、図書館資料の利活用増進と学校教育支援の強化を図る。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

・各種設備等に係る保守点検、清掃、修繕等、施設の維持管
理委託業務。
・燃料費、光熱水費の管理。

利用者数 52000.

公民館施設及び設備の維持管理を行い、安全に利用できるように
する。

15.

人

施設数

中央公民館施設及び各種設備を適切な状態に保ち、
市民に安心して利用してもらう。

実施計画
対象事業

0.

社会教育法、那珂市公民館の
設置及び管理等に関する条例

0.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

エレベーターが無い。（利用者の高齢化等）
天井が高いため集会ホールや玄関ロビーの空調が効きにくい。

公共施設長期保全計画に基づき公民館の修繕計画を作成し、計画的に修繕に取り組んでいる
が、施設の経年劣化により緊急修繕が増加している。

％

0. 0. 0. 0.

中央公民館施設及び各種設備

施設維持管理業務、各種設備保守点検及び修繕を
行う。

予算科目 根拠法令

1. 1. 1. 1.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

件

件

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 3

0. 0. 0. 0.

点検・検査の実施率 100.

一般会計

15.

0. 0. 0. 0.

0.

0. 0. 0. 0.

0.

1.

市民に生涯学習の場を提供することを目的として、昭和59年に中央公民館が開館した。

32502. 45284. 50000. 52000.

11. 18.点検・検査・修繕の箇所数

100. 100. 100. 100.

15.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

0. 0. 0. 0.

財
源
内
訳

事
業
費

55,675 89,533
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 32,040 36,994 57,303
12,254       2.21人 12,254       2.21人 12,254       2.21人人 件 費 計 (B) 千円 12,170       2.30人 12,254       2.21人

75,257 0
事 業 費 計 (A) 千円 19,870 24,740 45,049 43,421 77,279 0

一 般 財 源 千円 17,800 22,877 19,203 41,399

0 0
そ の 他 千円 133 91 24,088 85 85 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 1,937 1,772 1,758 1,937 1,937 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 05 02 公民館施設管理事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 3 生涯にわたり学ぶことができる環境を整える

基本事業名 1 生涯学習環境の充実

事務事業名 公民館施設管理事業 事業類型 施設の運営、維持管理

担当部課G等 教育委員会　中央公民館 公民館Ｇ 記入者氏名 寺門　征信

作成日 令和 4 6 5
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 ■ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し □ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

社会教育法に基づき市が設置した公共施設なので妥当である。

改革・改善による期待成果

各種定期保守点検などを通して修繕の重要度を精査する。そのうえで、中央公民館の長期修繕計画を見直しながら、計画的に修繕を実施す
る。

各種定期保守点検などを通して修繕の重要度を精査する。そのうえで、中央公民館の長期修繕計
画を見直しながら、計画的に修繕を実施する。

現在は必要に応じ、個別に修繕対応して、利用者が安心して使える施設管理をしている。しかし、
開館して３７年が経過し、公民館で使用している設備等の耐用年数は大幅に超えているため、計
画的に大規模な改修を行うことによって施設の長寿命化を図ることにより成果を向上させる余地が
ある。

公民館の修繕計画に基づいて、電気設備の更
新を行った。今後も随時、各設備の修繕実施時
期等を検討したうえで計画的に修繕する。また、
緊急修繕についてはその都度迅速に対応す
る。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

減免は、規則の減免規定に基づいており、適正である。

類似の施設はなく、適切な管理をしていかなければならない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上 ○
維持

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

必要最小限度の修繕で対応している。職員も必要最小限度で維持管理をしている。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　２年度

15,827 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 6 5
点検日

事務事業名 学級講座開設事業 事業類型 各種教室の開催

担当部課G等 教育委員会　中央公民館 公民館Ｇ 記入者氏名 寺門　征信

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 3 生涯にわたり学ぶことができる環境を整える

基本事業名 2 生涯学習活動の支援

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
社会教育法　那珂市公民館規
則09 05 02 学級講座開設事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
生涯学習のきっかけづくりとしての初心者向け各種教室の開催と、
教室生（卒業生の団体等も含む）の発表の場としての公民館まつ
りを開催している。なお、公民館まつりでは、一日体験教室もあわ
せて行っている。年度末に、学級の記録誌を発行している。

・学級講座の開設
・公民館まつりの開催

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民（人口）及び市内在勤・在学者
対象者数 人 59365. 59115.

0. 0. 0. 0.

18. 18. 18. 18.

58600. 58400. 58200.

0.

22. 159. 160. 160.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

公民館講座募集案内の各戸配布及びお知らせ版、
市ホームページを活用し、受講生募集を行い、講座
や公民館まつりを開催する。年度末に「ふれあい文
集」を発行する。

講座数 講座 3.

160.

公民館まつり体験教室数 教室 0. 11. 9. 9. 9.

全講座の開催回数 回

2. 2.

受講完了者（7割以上出席
者）の割合

％ 92.6 85.2 92. 92.

350. 350.

92.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

生涯学習へ取り組む意欲を向上させるとともに成果
の活用を図る。 自主教室移行講座数 講座 1. 1.

0. 0. 0. 0.

2.

講座受講者延人数 人 51. 290. 350.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 138 893 1,197 1,373 1,373 0
一 般 財 源 千円 206 634 675 583 583 0

事 業 費 計 (A) 千円 344 1,527 1,872 1,956 1,956 0
人 件 費 計 (B) 千円 10,020       2.80人 9,128       2.72人 9,128       2.72人 9,128       2.72人 9,128       2.72人

投入量(A)+(B) 千円 10,364 10,655 11,000 11,084 11,084
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 社会教育法に基づく公民館が行う事業として、講座を開設した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

生涯学習のきっかけ作りから、多様化する市民ニーズに合った講座開設への意向が強くなってい
る。大学等での一般人向けの講座開設が増えており、また企業が企画する教室（習い事）も増えて
いる。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

近年の課題として学ぶ講座、例えば防災などについての講座が求められている。また、若年層に
向けての講座の開設も求められている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
公民館講座の受講生からのアンケート結果や
意見を踏まえ、新規講座を開設した。また既存
の講座にも意見要望等反映させた。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市民に生涯学習の機会と場を提供し、絆づくりと活力あるコミュニティの形成を図るきっかけづくり
のための事業でもあり、市の関与は妥当である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

受講生アンケートの意見を参考にして、より多くの市民が興味・関心を持つ公民館講座の企画立
案を行うこととともに、公民館講座から自主教室への移行の支援を図ることで生涯学習を続ける機
会を設ける余地がある。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

社会教育法に基づく公民館事業として講座を開設している。市民の生涯学習のきっかけづくりとし
て実施しているため廃止できない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

必要最小限の事業費と人件費で行っているため削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

講座講師受講料は、受講料で賄っている。教材費は別途受講生の負担であり、託児代も一部負担
しているので、公平かつ公正である。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
講座への要望、幅広い年代の市民のニーズを把握する。また、他市町村等の講座・講演等を視察
検証して、講座の企画に反映させる。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

講座への要望、幅広い年代の市民のニーズを把握する。また、他市町村等の講座・講演等を視察検証して、講座の企画に反映させる。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度

総合計画体系

・施設管理 ・市内文化財等の資史料の整備・保存を図り、様々
な角度から体系的に展示及び公開をする。

0.

・歴史民俗資料館施設機能の運営及び維持管理 ・文化財及び市
に関する歴史資史料を収集・保管理及び展示し、郷土の歴史と文
化に対する市民の教養と理解深め、もって市民の教育、学術及び
文化の振興を図る。 ・文化財等資産を様々な角度から体系的に
紹介する。

304.

市民

市民に市の歴史、文化資産を知ってもらう。

実施計画
対象事業

0.

那珂市歴史民俗資料館設置及
び管理に関する条例

件

170.

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

0.

0.0. 0. 0. 0.

　常設展示の変化がない。もっと充実して欲しい。展示における市民参加の必要性等の声がある。
資料館までの標識、案内板等の設置及び公共交通機関の整備の要望がある。

　開館以来入館者は、ピーク時の平成27年度1万6千人台より年々減少傾向にある。令和２年度は
コロナウイルスの影響もあり激減した。終息後は来館者数の回復が見込まれるので、今後も資料
を収集･管理していく。

人

89. 297. 70. 70.

全市民

市内文化財資史料の収集･展示公開
展示室機器等の修繕

年間資料収集数

文化財史資料

予算科目 根拠法令

53187. 52937. 53121. 52600.

（実績） （見込） （計画） （計画）

年度

件

人

点

常設展の資料点数

日

事務事業評価シート

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

（実績）

令和 3

0. 0. 0. 0.

入館者数 15000.

一般会計

304.

0. 0. 0. 0.

70.

170. 170. 170. 170.

2050.

52900.

　文化財及び市に関する歴史資料を収集、保管及び展示し、その活用を図り、郷土の歴史と文化
に対する市民の教養と理解を深め、もって市民の教育、学術及び文化の振興を図るため、平成６
年から開館した。

0. 0. 0. 0.

262. 252.開館日数

1966. 6150. 15000. 150000.

255.

■

事業期間

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

1650. 1947. 2000. 2100.

財
源
内
訳

事
業
費

5,343 4,878
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

投入量(A)+(B) 千円 6,308 5,088 5,507
3,982       0.54人 3,982       0.54人 3,982       0.54人人 件 費 計 (B) 千円 3,497       0.54人 3,982       0.54人

896 0
事 業 費 計 (A) 千円 2,811 1,106 1,525 1,361 896 0

一 般 財 源 千円 2,811 106 1,525 1,361

0 0
そ の 他 千円 0 1,000 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0

0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】

１　現状把握の部（DOシート）

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

単年度のみ 単年度繰返 期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～

款 項 目 事業名

09 05 04 歴史民俗資料館運営事業

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

施策名 5 歴史資産と伝統文化を保存・継承し活用を図る

基本事業名 1 歴史資産の保護・保存と活用

事務事業名 歴史民俗資料館運営事業 事業類型 施設の運営

担当部課G等 教育委員会　歴史民俗資料館 歴史民俗Ｇ 記入者氏名 中嶋　圭子

作成日 令和 4 5 27
点検日
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

先人から受け継いだ貴重な歴史遺産と伝統文化を継承していくことは市の重要な役割である。そ
れらの収集・保存・展示などを通して活用を図り市民の歴史・文化に対する理解を深め郷土愛を育
む役割がある。

改革・改善による期待成果

新型コロナウイルス感染拡大防止による臨時休館などの影響で来館者数は激減した。ウィズコロナ、アフターコロナを踏まえ感染防止対策を徹
底し安心して市民が来館できるよう歴史民俗資料館の運営をしていく。
経年劣化に伴う展示機器の更新・修繕が、今後増加することが見込まれる。

新型コロナウイルス感染拡大防止による臨時休館などの影響で来館者数は激減した。ウィズコロ
ナ、アフターコロナを踏まえ感染防止対策を徹底し安心して市民が来館できるよう歴史民俗資料館
の運営をしていく。
経年劣化に伴う展示機器の更新・修繕が、今後増加することが見込まれる。

継続して適正な運営に努めており、滞りなく文化財等資料整備、保存を行っている。

設備の点検、小規模な修繕を行い適正に管理
業務を遂行した。

⑤

成
果

●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

事業の趣旨、事業の規模から個人負担にはなじまない。

類似事業はない。
事業の廃止・休止は歴史資料の散逸や伝統文化の衰退につながる恐れがあり、文化財保護の観
点から廃止・休止はできない。

□

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□

目
的
妥
当
性
評
価

有
効
性
評
価

効
率
性
評
価

公
平
性
評
価

低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

向上
維持 ○

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画)

コスト
削減 維持 増加

適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

受益者負担の適正余地

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

歴史民俗資料館の管理・運営のほか、文化財保護、市史編さん、特別企画展開催を含む開館業
務、開発に伴う埋蔵文化財の調査等の事業を最低限の人員で対応している。これ以上の削減は
できない。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価)

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

令和　２年度

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価

（前回評価結果を踏まえて見直した内容）
0 千円)

0 千円)

（4）前回（ ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 27
点検日

事務事業名 特別展開催事業 事業類型 活動支援

担当部課G等 教育委員会　歴史民俗資料館 歴史民俗G 記入者氏名 中嶋　圭子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 5 歴史資産と伝統文化を保存・継承し活用を図る

基本事業名 2 伝統文化の継承と活用

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
那珂市歴史民俗資料館設置及
び管理に関する条例09 05 04 特別展開催事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
・歴史民俗資料館多目的ホールにおいて、特別企画展、季節展等
を開催する。 ・来館者数の増大を図り、先人が残した文化遺産に
対する見聞を広め、文化財保護の意識を高める。

・テーマに沿った資料展示を行う。 ・展示期間中に展示講演
会、または展示解説会を開催する。 ・歴史講演会を開催する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

市民
那珂市の人口 人 53187. 52937.

0. 0. 0. 0.

4. 5. 5. 5.

53121. 52900. 52600.

0.

2. 4. 3. 3.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

特別展を企画し開催する。
＜令和３年度実績＞
・季節展「端午の節句展」、「正月飾り展」「雛人形展」
・企画展「自慢の収蔵品展」

企画展等催し物開催回数 回 1.

3.

0. 0. 0. 0. 0.

講演会実施回数 回

15000. 15000.

0. 0. 0. 0.

55. 60.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民が文化財に接する機会を増やすことにより、文
化財に対する関心や興味を高め、文化財保護意識
の高揚を図る。

入館者数 人 1966. 6150.

0. 0. 0. 0.

15000.

文化財等が活用されている
と思う市民の割合

％ 45. 45.86 50.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 97 423 792 806 806 0

事 業 費 計 (A) 千円 97 423 792 806 806 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,600       0.43人 2,976       0.40人 2,976       0.40人 2,976       0.40人 2,976       0.40人

投入量(A)+(B) 千円 2,697 3,399 3,768 3,782 3,782
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 資料館施設及び収蔵資料を有効活用し、市民の歴史文化への関心を高めることを目的として開始

した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

・コロナ禍前は年間入館者数が15,000人前後となっていたが、感染拡大防止のための臨時休館の
影響で、令和２年度は1，966人まで落ち込んだ。令和３年度は感染防止対策を行い、来館者は
6,150人まで回復した。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・来館者アンケートにより、継続的に企画展開催を希望する意見が多く寄せられている。  ・市中心
部より離れているため、交通の便の悪さを指摘する声が多く寄せられている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
展示用什器をフル活用し、初公開の資料を積極
的に展示を行った。まだコロナの影響はある
が、来館者数の増加につながった。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市内の様々な文化財を収集、調査し、その成果ともいえる企画展を開催し広く市民に公開すること
は、市の重要な役割である。展示を通し、広く市民へ文化財の保護や活用の理解・認識を深めても
らう機会となる。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

文化財の新たな発見や事実に基づき、市民の要望に沿った展示をおこなっている。今後、アフター
コロナを踏まえ、来館者増を見込み、展示の方法を工夫する。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

歴史資料を扱うという特異性から類似事業はない。
また、歴史遺産・伝統文化継承や文化財保護意識の衰退となる恐れがあることから廃止・休止は
できない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

最低限の人員で業務を担当しているため、これ以上の削減はできない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

事業の趣旨、事業の規模から個人負担にはなじまない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
アフターコロナを見込むと、展示資料数の増加が可能となる。それに伴い、来館者の増加も想定で
きる。
今後の市民の文化財への興味関心の再興を目標に、展示の情報発信を積極的に行っていく。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

アフターコロナを見込むと、展示資料数の増加が可能となる。それに伴い、来館者の増加も想定できる。
今後の市民の文化財への興味関心の再興を目標に、展示の情報発信を積極的に行っていく。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 27
点検日

事務事業名 文化財保護対策事業 事業類型 調査

担当部課G等 教育委員会　歴史民俗資料館 歴史民俗Ｇ 記入者氏名 中嶋　圭子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 5 歴史資産と伝統文化を保存・継承し活用を図る

基本事業名 1 歴史資産の保護・保存と活用

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 那珂市文化財保護条例
09 05 05 文化財保護対策事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
・国民共有の財産である文化財に対して、重要性の啓発、保護意
識の高揚及び愛護思想の普及啓発を図るとともに文化財の指定
等について協議推進する。
・文化財保護審議会は文化財の保存活用について、調査審査し教
育委員会に建議する。

・文化財保護審議会開催 ・資史料等の整理・復元・保存及び調
査研究 ・照会等による埋蔵文化財の保護指導・試掘調査 ・埋
蔵文化財の発掘調査・記録

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

文化財、民俗資料 市民 保護すべき文化財、資史料
数

点 1650. 1665.

那珂市の人口 人 53187. 52937. 53121. 52900.

2. 3. 3. 3.

1665. 1665. 1665.

52600.

2. 10. 7. 7.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

文化財保護審議会開催
文化財資料等の調査研究

文化財保護審査会の開催
日数

回 1.

7.

0. 0. 0. 0. 0.

発掘・試掘調査件数 件

88. 89.

0. 0. 0. 0.

70. 72.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

文化財としての資史料を発掘するとともに、保護保存
を図り次世代へ継承する。 文化財指定数 件 86. 88.

45. 45.86 50. 55.

89.

指定文化財を知っている人
の割合

％ 68. 66.13 68.

60.

0. 0. 0. 0. 0.

文化財等が活用されている
と思う市民の割合

％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 561 2,270 3,998 4,238 3,713 0

事 業 費 計 (A) 千円 561 2,270 3,998 4,238 3,713 0
人 件 費 計 (B) 千円 2,728       0.37人 2,556       0.37人 2,556       0.37人 2,556       0.37人 2,556       0.37人

投入量(A)+(B) 千円 3,289 4,826 6,554 6,794 6,269
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 　市文化財保護条例に基づき、市内に存在する文化的価値が高い文化財について、保存・活用に

関する重要事項を計画的に調査審議し保存するため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

　事業の推進により、指定文化財数の増加や史跡をはじめ文化財の保護活用についての関心が
高まっている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

　身近にある文化財への関心が高まった。 埋蔵文化財の保護について、理解を深めるようにＰＲ
が必要ではないか。 文化財保護行政にもっとも力を入れるべきではないか。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

□ 見直し ■ 反映なし

■ 現状維持

① ■ □

② ■ □

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 □ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 □ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
■ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ □ 見直し ■ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
開発などの事前情報を関係課と連携して把握
し、文化財の喪失を未然に防ぎ適正な維持保存
に努める。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

市内の貴重な埋蔵文化財の保護は、公共が行う義務的業務である。
先人の残した文化遺産は国民の貴重な財産であり、これを保護することは行政の責務でもある。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

関係課と情報等を共有することにより、開発の計画を常に把握できている。また、県文化課の指導
により「埋蔵文化財専門員」を平成２４年から配置しており、迅速・的確な埋蔵文化財保護活動が
図られている。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
休止・廃止は、貴重な財産である文化財の喪失を招くことになる。
特に、指定文化財は随時状況を確認し管理しなくてはならず本事業は必須である。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

文化財の保護及び啓発費用であり、最低限の予算計上となっている。
文化財の種類・内容にもよるが、保護には特殊技術を要することが多く、費用は高額となる傾向に
ある。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

文化遺産・文化財保護は郷土発展の経緯および将来の文化向上の基礎をなす極めて公共性の
高いものであり特定の受益者はいない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
貴重な文化財の喪失、破壊等を招かないよう現状維持に努める。

コスト
削減 維持 増加

成
果

向上
維持 ○
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

貴重な文化財の喪失、破壊等を招かないよう現状維持に努める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 27
点検日

事務事業名 額田城跡整備事業 事業類型 維持管理

担当部課G等 教育委員会　歴史民俗資料館 歴史民俗Ｇ 記入者氏名 中嶋　圭子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 5 歴史資産と伝統文化を保存・継承し活用を図る

基本事業名 1 歴史資産の保護・保存と活用

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令 那珂市文化財保護条例
09 05 05 額田城跡整備事業

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　額田城跡指定範囲(文化財)を後世に伝えるための整備、管理及
び保存をすることにより地域の活性化に活用していくために、年次
計画に基づき地域の管理組合に委託する。額田城跡の現状維
持、保存に努める。

額田城跡保存管理計画（第２期）に基づく整備・管理
（平成２９年度から令和８年度）
額田城跡整備・管理委託
 ①遊歩道・進入路整備、看板整備等
 ②草払・倒木処理・間伐等

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

額田城跡、市民、市外来訪者
市民 人 53187. 52937.

額田城跡計画面積 ha 7.7 7.7 7.7 7.7

13. 15. 15. 15.

53121. 52900. 52600.

7.7

0. 1. 1. 1.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

額田城跡整備工事
額田城跡保存会に関する管理委託
草払・倒木処理・間伐等

保存会の年間整備活動日
数

回 14.

1.

0. 0. 0. 0. 0.

整備工事発注件数 件

180. 180.

0. 0. 0. 0.

55. 60.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

額田城跡を保存管理し次世代へ継承する。文化財が
広く市民に親しまれ、歴史と文化の理解の促進を図
る 。

整備活動人数 人 170. 175.

80. 100. 100. 100.

180.

文化財等が活用されている
と思う市民の割合

％ 45. 45.86 50.

100.

0. 0. 0. 0. 0.

用地取得率 ％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 200 0 0 0 0
一 般 財 源 千円 1,665 43,118 1,536 11,140 2,549 0

事 業 費 計 (A) 千円 1,665 43,318 1,536 11,140 2,549 0
人 件 費 計 (B) 千円 3,968       0.53人 3,900       0.53人 3,900       0.53人 3,900       0.53人 3,900       0.53人

投入量(A)+(B) 千円 5,633 47,218 5,436 15,040 6,449
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 　額田城跡の早期の整備や保存を求める市民からの要望があり、平成１０年に額田城跡を市文化

財に指定した。その後、地元市民が中心になり額田城跡保存会を設立し活動を開始した。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

　額田城跡保存会の会員や地権者が高齢となり、今後の活動について若い世代に継承することが
望まれている。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

　自然を利用した公園や城郭を整備し、「市民の憩いの場」としてほしい意見が寄せられている。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

□ □
■

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和　２年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
地元の保存会や地域都市が協働により保存管
理を実施している。
用地の公有化は完了した。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

貴重な文化遺産である額田城跡の整備・維持・管理は公共性が高い。
管理組合の活動を市が支援し協働で維持管理している。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

額田城跡を歴史的自然公園として、保存・整備することにより、歴史的資産や文化財に親しむこと
は、重要であると考える市民を増やすことができ文化財の活用が図れる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
貴重な文化財保護保存のために尽力している地域住民のためにも廃止すべきではない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

本事業にかかる経費は最低限で実施しているため、削減の余地はない。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

指定区域内の土地は、地権者の協力により一部無償借地している。また、維持作業も多くのボラン
ティアで成り立っている。そのような現状から、来訪者から負担金をとるような城跡ではない。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
額田城跡本丸跡の公有化が完了した。額田城跡試掘調査計画を策定し計画的に調査を進める。
今後額田城の試掘調査実施により事業費が増加する見込みである。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

額田城跡本丸跡の公有化が完了した。額田城跡試掘調査計画を策定し計画的に調査を進める。
今後額田城の試掘調査実施により事業費が増加する見込みである。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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年 月 日
年 月 日

□ ■ □
（

評価対象年度 令和 3 年度 事務事業評価シート
作成日 令和 4 5 27
点検日

事務事業名 市史編さん事務費 事業類型 事業の推進

担当部課G等 教育委員会　歴史民俗資料館 歴史民俗Ｇ 記入者氏名 中嶋　圭子

総合計画体系

施策の大綱（施策名） 第４章 未来を担う人と文化を育むまちづくり

■
実施計画
対象事業

施策名 5 歴史資産と伝統文化を保存・継承し活用を図る

基本事業名 1 歴史資産の保護・保存と活用

予算科目 一般会計
款 項 目 事業名

根拠法令
那珂市市史編さん委員会及び
専門委員設置規則09 05 06 市史編さん事務費

期間限定複数年度
（開始年度 年度～） 年度 ～ 年度）

事業概要
【全体概要】 【業務内容】
　歴史的に貴重な、風化・散逸していく資料について、収集・調査を
することにより、本市の発展過程を歴史的に明らかにし、市民の郷
土愛を高揚する。また、市の将来の発展に資することを目的に、那
珂市史編さん委員会及び専門委員会を置く。

貴重な遺跡等の文化財や、先人たちを広く市民に公開する。

事業期間
単年度のみ 単年度繰返

１　現状把握の部（DOシート）

（1）事務事業の目的と効果・指標等の推移
単位

02年度 03年度 04年度 05年度 06年度

（実績） （実績） （見込） （計画） （計画）
①対象（誰、何を対象にしているのか）*人や自然資源等 ④対象指標（対象の大きさを表す指標）

・全市民・市外訪問者（観光客）・郷土史研究者等 ・
長い歴史の中で生まれ、伝えられた史・資料 那珂市の人口 人 53187. 52937.

考古及び史・資料 点 6400. 6750. 7000. 7100.

2. 3. 3. 3.

53121. 52900. 52600.

7200.

0. 0. 0. 0.

②手段（具体的な事務事業のやり方） ⑤活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

　市史編さん委員会を開催し、考古資料の解読や調
査をしていく。 市史編さん委員会開催回数 回 1.

0.

0. 0. 0. 0. 0.

3500. 3500.

0. 0. 0. 0.

220. 220.

0.

③意図する成果（この事業によって、対象をどう変えるのか、したいのか） ⑥成果指標（対象における意図された対象の程度）

市民に歴史的事実を明らかにし、歴史的記録を後世
に記録し残す。

調査・解読できた考古・史・
資料数

点 3500. 3500.

45. 45.86 50. 55.

3500.

市史等頒布数 冊 64. 157. 220.

60.

0. 0. 0. 0. 0.

文化財等が活用されている
と思う市民の割合

％

（2）投入量の推移 単位 02年度（実績） 03年度（実績） 04年度（見込） 05年度（計画） 06年度（計画） 総事業費

事
業
費

財
源
内
訳

国 庫 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
県 支 出 金 千円 0 0 0 0 0 0
地 方 債 千円 0 0 0 0 0 0
そ の 他 千円 0 0 74 76 200 0
一 般 財 源 千円 1,010 21 0 0 2,858 0

事 業 費 計 (A) 千円 1,010 21 74 76 3,058 0
人 件 費 計 (B) 千円 1,701       0.26人 1,898       0.26人 1,898       0.26人 1,898       0.26人 1,898       0.26人

投入量(A)+(B) 千円 2,711 1,919 1,972 1,974 4,956
（3）事務事業の環境変化・市民意見等
①事業を始めたきっかけ 　那珂市内に存在する歴史的・文化的遺産を発掘し、先人の業績を学び発展に寄与するとともに、

それらを後世に伝承するため。

②事務事業をとりまく状況（対象者や根
拠法令等はどう変化していますか？　開
始時期と比べてどう変わりましたか？）

　多くの市民の理解を得て、文化財保存への関心が高まっている。また、編さん事業の成果に基づ
いた生涯学習講座等においても希望者は増加している。

③関係者からの意見要望（この事務事
業に対して関係者（市民、議会、事業対
象者、利害関係者等）からどんな意見や
要望が寄せられていますか？）

・あまり目立たないが、時間のかかる貴重な事業であるため、粘り強く取り組んで欲しい。 ・事業の
内容をさらによりわかるようにＰＲして欲しい。 ・那珂市の歴史をもっと簡単にまとめたものも欲し
い。
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(見直し内容に関する予算への反映)
□ 終了 □ 削減 (事業費

□ 廃止 (人件費

□ 休止 □ 増加 (事業費

□ 統廃合 (人件費 千円)

■ 見直し ■ 反映なし

□ 現状維持

① ■ □

② □ ■

③ ■ □
■ □

④ 事業費や人件費の削減余地 ■ □
■ □

■ □
□

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合
■ 継続 ■ 見直し(改革・改善) □ 目的の再設定 ■ 有効性の改善 □ 効率性の改善

□ 公平性の改善
□ 現状維持(現状通りで特に改革改善はない)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 ■ 継続 （ ■ 見直し □ 現状維持 ）
改革・改善の具体的内容(1次評価者と同じの場合も記入)

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

□ 終了 □ 廃止 □ 休止 統廃合 □ 継続 （ □ 見直し □ 現状維持 ）

（4）前回（ 令和元年度 ）の評価結果に対する改革・改善の取り組み
前回の評価の結果、どのように取
り組みましたか？　また、取り組み
後どのように変わりましたか？　見
直しの結果、予算にはどのように
反映しましたか？

(前回最終評価) （前回評価結果を踏まえて見直した内容）
令和６年度に発刊予定の「地誌編」の内容や文
章表現等について専門委員会で協議し、市民
の手に取りやすい書籍の発刊に向け準備して
いる。

0 千円)

0 千円)

0 千円)

0

２　評価の部(SEE) *原則は事後評価、ただし複数年度事業は途中評価
目
的
妥
当
性
評
価

市関与の妥当性 妥当である 見直す必要がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市が主体となって税金を使ってこの事業
を行うことは妥当ですか？●国や県ではな
く、市が実施する理由はなんですか？●民
間事業者は類似の事業を実施していませ
んか？

過去から積み上げられてきた郷土の歴史を明らかにし、記録保存することは、過去から未来に向
けての指針とすべきものであり、公共機関の役割である。

有
効
性
評
価

成果の向上余地 余地がない 余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●当初の見通しに沿った成果となっていま
すか？●成果が一部の対象者に限定され
てはいませんか？●対象数が増加している
場合、現状どおりの対応では十分に成果が
得られないおそれはありませんか？

歴史資料を整理・保存し、市民が関心を持つような内容、場所（場）を提供することで、市民の興味
を高められる。

類似事業との統廃合余地 統廃合の余地がない 統廃合の余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

廃止・休止の可能性 廃止・休止の可能性がない 廃止・休止の可能性がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●市の事業で対象指標や活動指標が似て
いるものはありますか？●廃止又は休止し
た場合、事業の対象や成果の状況から判
断し、影響は限定的で対応は可能であると
見込まれますか？

類似事業はない。
過去の史資料を解読し明らかにする作業は、膨大な時間を要するが、廃止すると資料の消失・散
逸を招く恐れがある。これを防ぐためにも廃止、休止はするべきではない。

効
率
性
評
価

事業費の削減余地がない 事業費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

●成果を下げずに、単位当たりコストを削
減し活動指標を増加（維持）させることはで
きませんか？●担当者の業務の一部（全
部）を民間委託にすることで、担当者の負
担（人件費）を減少できませんか？●事業
目的にそぐわない支出はありませんか？

人件費の削減余地がない 人件費の削減余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

人的作業であり多くの時間を必要とするため、省力化は不可能である。
また、編さんにかかる経費は、委員報酬が大部分であり、これ以上の削減は難しい。

公
平
性
評
価

⑤ 受益者負担の適正余地
適正である 見直す余地がある（→３計画の部にて「現状維持」以外にチェック）

受益者負担を求める事業ではない
●事業の内容に照らし、受益者の負担割合
は適正ですか？●受益者負担を求める事
業ではない・負担割合が低い事業の場合、
その理由はなんですか？

発行にかかる経費は、希望者への頒布により応分の受益負担とするべきだが、市が一定費用負
担をすることで、安価な価格設定とし、購買欲を高め、市の歴史・文化などをより市民に関心を持っ
てもらう。

３　計画の部(PLAN)
(1) １次評価（次年度に向けた方向性） ※担当課長、グループ長、担当者が記載

□

改革・改善の具体的内容(改革案・実行計画) 改革・改善による期待成果
令和６年発刊予定の「地誌編」を、市民が手に取りやすく魅力ある内容に仕上げるため、委員会の
開催回数や、資料調査・整理の方法を見直しながら執筆・編集作業を効率的に進める。 コスト

削減 維持 増加

成
果

向上 ○
維持
低下

(2) 2次評価（2次評価者として判断した今後の事務事業の方向性（改革・改善策）） ※担当部長が記載

□

令和６年発刊予定の「地誌編」を、市民が手に取りやすく魅力ある内容に仕上げるため、委員会の開催回数や、資料調査・整理の方法を見直し
ながら執筆・編集作業を効率的に進める。

(3) 外部評価(外部評価委員会が判断した今後の事務事業の方向性(改革・改善策))
□

(4) 3次評価（行政評価本部会議メンバーによる最終的な方向性を必要とする場合）
□
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